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【要　旨】
　本研究は， 介護が必要となった時点における認知
症高齢者の意思の決定および意思伝達の能力と，そ
の後の変化を明らかにすることを目的とした．
　研究対象者は2003年4月1日から2004年12月末まで
の間に岐阜県郡上市で初めて要介護認定を受けた者
845人のうち，認知症がある高齢者448人とした．情
報は郡上市介護認定審査会情報から得た．主な結果
は次のとおりである．
① ベースライン時において認知症高齢者448人のう 

ち意思の決定が「可」の者は145人（32.4％）で，
認知症度が軽度の者は142人（39.0％）であった
が，中等度では3人（5.1％），重度では0人で重
度になるにつれて「可」の者の割合が小さくなっ
ていた（p<0.001）．また同対象者の１年後にお
いて「可」の者は102人（22.3％）に，2年後は
57人（12.7％）に激減していた．

② 男女差において，意思の決定が「可」の者は，
男性23.7％，女性37.6％で，女性よりも男性

に意思決定が出来ない者の割合が大きかった
（p=0.001）．

③ 認知症高齢者の意思の伝達は「可」が78.3％で
あった．意思決定との関連では，「可」と「時々
可」では93.7％と，ほとんどの者が可能であった．
意思決定が「不可」の者のうち，意思の伝達が「可」
の者は42.4％と半数であった．

④ BPSD（19項目）が1つでも有の者は79.8％で，
平均は2.59（SD 2.69）であり，BPSD の平均数
が多くなるほど意思の決定が「不可」となって
いた（p<0.001）．

結論
　介護が必要となった時期の認知症高齢者のうち
1/3の者が意思の決定が「可」であり，95％の者が
意思の伝達が「可」であったことから，意思への配
慮を入れたケアを実施する必要性が有ることが示唆
された．また，意思決定の「可」の者の数はその後
急速に減少するので，認知症になった初期での意思
確認は重要である．


